
令和元年度

日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理

に関する法律に定める施策の実施の状況

に関する報告

令和３年２月



この報告は、日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律（平成

１０年法律第136号）第31条の規定に基づき、国鉄長期債務の処理に関する

施策の実施の状況について行うものである。
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第一 施策の実施の状況の概要
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「日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律」に定める
施策の実施の状況の概要

はじめに

平成10年10月に約28兆円にのぼる国鉄長期債務の処理策を実施するための

「日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律」が成立し、これに基

づき、同月より国鉄長期債務の処理策が実施に移された。

同法第31条により、政府は、国会に対し、毎年、国鉄長期債務の処理に関す

る施策の実施の状況を報告しなければならないこととされており、本報告は令

和元年度に実施した施策の実施の状況を報告するものである。

１．国における承継した債務の処理状況

平成10年度末時点での一般会計に承継された国鉄長期債務の残高は、24兆98

億円であったが、令和元年度末時点では、16兆2,628億円となった。

このうち、「日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律」の規定

により、平成10年10月に承継された同事業団の有利子債務16兆301億円の令和

元年度末における残高は、11兆4,615億円となり、また、承継実施後令和元年

度末までの間において発生した利子等は3兆7,387億円となった。

これらの支払財源については、郵便貯金特別会計からの特別繰入れ（平成14

年度まで）、たばこ特別税収及び一般会計国債費等により手当した。

２．鉄道建設・運輸施設整備支援機構が行う特例業務の状況

日本鉄道建設公団は、平成10年10月22日の「日本国有鉄道清算事業団の債務

等の処理に関する法律」の施行により、日本国有鉄道清算事業団の権利義務を

承継し、年金等負担金等の支払い、土地・株式の処分等を特例業務として実施

することとなった。

土地・株式の処分については、「日本国有鉄道清算事業団の解散に伴う日本

鉄道建設公団による特例業務の実施及び職員の再就職対策について」（平成10

年2月20日閣議決定）に基づき処分を進めることとされた。

日本鉄道建設公団の特例業務は、特殊法人改革に伴い、平成15年10月から

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構に引き継がれた。

承継した土地の処分については平成30年度に完了しており、令和元年度にお

いて､年金等負担金等の支払いは739億円であった。

また、平成23年8月1日の「日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する

法律」の改正により、鉄道関連施策を特例業務として実施することとなった。

令和元年度において、北海道旅客鉄道株式会社及び四国旅客鉄道株式会社に

対する特別債券に係る利子の支払いが90億円、北海道旅客鉄道株式会社、四国

旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に対する鉄道施設等の更新等に係

る無利子の資金の貸付け又は助成金の交付が457億円、貨物調整金の交付に必要

な金額の建設勘定への繰入は131億円であった。
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第二 国における承継した債務の処理状況
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国鉄長期債務に係る国債及び借入金の状況に関する平成30年度末及び

令和元年度末における現在額

（額面ベース・単位：百万円）

平成30年度末 令和元年度末

16,755,323 16,262,846日本国有鉄道清算事業団承継債務借換国債

日本国有鉄道清算事業団債券承継国債 － －

－ －借 入 金

16,755,323 16,262,846合 計

注１ 「日本国有鉄道清算事業団承継債務借換国債」とは、日本国有鉄道清算事

業団の債務等の処理に関する法律の規定により、一般会計において承継した

借入金及び債券を借り換えるための国債である。

注２ 「日本国有鉄道清算事業団債券承継国債」とは、日本国有鉄道清算事業団

の債務等の処理に関する法律の規定により、一般会計において承継した債券

に係る債務である。なお、「日本国有鉄道清算事業団債券承継国債」につい

ては、既に平成19年度に借り換え及び償還が終了している。

注３ 「借入金」とは、日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律の

規定により、一般会計において承継した借入金に係る債務である。なお、

「借入金」については、平成23年度に借り換え及び償還が終了している。
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第三 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

が行う特例業務の状況

（１） 令和元事業年度貸借対照表

（２） 令和元事業年度行政コスト計算書

（３） 令和元事業年度損益計算書

（４） 令和元事業年度純資産変動計算書

（５） 令和元事業年度キャッシュ・フロー計算書

（６） 令和元事業年度利益の処分に関する書類
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特例業務勘定

　資　産  の  部

　Ⅰ　流　　動　　資　　産

327,961,805,709

68,800,000,000

118,745,000,000

59 118,745,000,059

1,153,367

6,934,600,000

985,749

1,585,850

522,445,130,734

　Ⅱ　固　　定　　資　　産

1 有　形　固　定　資　産

137,417,677

-90,810,618 46,607,059

52,263,618

-44,369,462 7,894,156

有 形 固 定 資 産 合 計 54,501,215

2 無　形　固　定　資　産

27,530,831

455,000

無 形 固 定 資 産 合 計 27,985,831

3 投 資 そ の 他 の 資 産

602,635,499,150

871,719,348,029

65,294,883

-59,019,749 6,275,134

2,024,000

4,190,145

投資その他の資産合計 1,474,367,336,458

1,474,449,823,504

1,996,894,954,238

　負　債  の  部

　Ⅰ　流　　動　　負　　債

4,473,908,942

115,116,882

695,044,677

54,513,915 54,513,915

6,377,222

5,344,961,638

　Ⅱ　固　　定　　負　　債

433,000,000,000

17,858,813

445,217,000,000

1,037,441,000

15,060,097,000 461,332,396,813

894,332,396,813

899,677,358,451

　純　資  産  の  部

　　　利　益　剰　余　金

(注) 1,014,464,321,119

(注) 76,774,206,709

5,979,067,959

( 5,979,067,959 )

　利　益　剰　余　金　合　計 1,097,217,595,787

　　　純　　資　　産　　合　　計 1,097,217,595,787

　　負　債　純　資　産　合　計 1,996,894,954,238

(注)　これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

　　利　益　剰　余　金　合　計

そ の 他

減 価 償 却 累 計 額

貸 倒 引 当 金

前 中 期 目 標 期 間 繰 越 積 立 金

積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

( う ち 当 期 総 利 益 )

　　　負　　債　　合　　計

工 具 器 具 備 品

　　固　定　負　債　合　計

鉄道建設・運輸施設整備支援機構債券

(令和2年3月31日)

(単位:円)　

貸借対照表

　　流　動　負　債　合　計

そ の 他

処 分 用 有 価 証 券

預 り 金

処 分 用 そ の 他 資 産

建 物

処 分 用 資 産

未 収 収 益

１ 年 以 内 回 収 予 定 長 期 貸 付 金

未 収 金

現 金 及 び 預 金

有 価 証 券

　　流　動　資　産　合　計

減 価 償 却 累 計 額

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

長 期 貸 付 金

長 期 未 収 金

敷 金 ・ 保 証 金

　　固　定　資　産　合　計

　資　　産　　合　　計

他 勘 定 長 期 貸 付 金

未 払 金

未 払 費 用

引 当 金

賞 与 引 当 金

1 年 以 内 履 行 予 定 資 産 除 去 債 務

退 職 給 付 引 当 金

共 済 年 金 追 加 費 用 引 当 金

引 当 金

恩 給 負 担 金 引 当 金

業 務 災 害 補 償 費 引 当 金
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特例業務勘定 (単位:円)

　Ⅰ

4,061,248,084

36,073,880,772

1,079,737,300

9,511,621,939

8,611

50,726,496,706

　Ⅱ 50,726,496,706行 政 コ ス ト

損 益 計 算 書 上 の 費 用 合 計

特 例 業 務 費

鉄 道 支 援 助 成 業 務 費

臨 時 損 失

行政コスト計算書
(平成31年4月1日～令和2年3月31日)

一 般 管 理 費

財 務 費 用

損 益 計 算 書 上 の 費 用
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特例業務勘定 (単位:円)

経　常　費　用

処 分 用 土 地 売 却 原 価 22,389,395 22,389,395

89,836,430

13,437,692

44,467,810

9,865,906

2,344,850

1,296,000

223,128,702 406,766,785

1,385,741,169

975,192,000

1,072,697,739

145,753,501

75,096,890 3,654,481,299

36,073,880,772 36,073,880,772

402,264,683

61,878,184

243,292,905

19,863,471

6,439,870

9,271,503

11,586,342

3,248,358

124,460,971

44,648,009

5,784,474

18,996,680

36,297,440

91,704,410 1,079,737,300

9,510,496,459

1,125,480 9,511,621,939

50,726,488,095

経　常　収　益

22,730,350 22,730,350

26,200,600

56,609,108,434 56,609,108,434

47,525,279

56,705,564,663

5,979,076,568

臨　時　損　失

8,580

31 8,611

臨　時　利　益

2 2

5,979,067,959

5,979,067,959

共 済 関 係 業 務 費

法 定 福 利 費

そ の 他

役 職 員 給 与

業 務 災 害 補 償 費

そ の 他

共 済 年 金 追 加 費 用 引 当 金 繰 入

不 用 資 産 処 理 費

鉄 道 支 援 助 成 金

通 信 運 搬 費

借 料 及 び 損 料

支 払 利 息

退 職 給 付 費 用

租 税 公 課

　　経　常　費　用　合　計

そ の 他

財 務 費 用

賞 与 引 当 金 繰 入

備 消 耗 品 費

業 務 災 害 補 償 費 引 当 金 繰 入

日 本 鉄 道 共 済 組 合 負 担 金

旅 費

鉄 道 支 援 助 成 業 務 費

福 利 厚 生 費

出 向 受 入 職 員 人 件 費

当 期 総 利 益

財 務 収 益

そ の 他 の 財 務 費 用

光 熱 水 料

一 般 管 理 費

固 定 資 産 除 却 損

受 取 利 息

当 期 純 利 益

固 定 資 産 売 却 益

減 価 償 却 費

処 分 用 資 産 売 却 収 入

処 分 用 土 地 売 却 収 入

損 害 賠 償 金

経　　常　　利　　益

雑 益

　　経　常　収　益　合　計

恩 給 負 担 金 引 当 金 戻 入 益

賞 与 引 当 金 繰 入

(平成31年4月1日～令和2年3月31日)
損益計算書

法 定 福 利 費

資 産 処 分 業 務 費

処 分 用 資 産 売 却 原 価

職 員 給 与

出 向 受 入 職 員 人 件 費

外 部 委 託 費
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特例業務勘定 (単位:円)

　Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 -286,036,028

人件費支出 -1,035,106,179

鉄道支援助成金支出 -22,943,046,000

共済年金追加費用の支払による支出 -69,743,192,000

恩給負担金の支払による支出 -270,226,400

業務災害補償費の支払による支出 -3,765,359,264

他勘定へ繰入 -13,470,987,337

その他の業務支出 -297,674,768

処分用資産売却収入 22,730,350

貸付による支出 -22,771,101,000

貸付金の回収による収入 6,955,172,694

その他の業務収入 24,728,041

　　　小計 -127,580,097,891

利息及び配当金の受取額 56,609,869,177

利息の支払額 -9,510,225,000

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー -80,480,453,714

　Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 -130,600,000,000

有価証券の償還による収入 110,800,000,000

有形固定資産の取得による支出 -19,168,035

無形固定資産の取得による支出 -14,603,490

定期預金の預入による支出 -105,900,000,000

定期預金の払戻による収入 147,200,000,000

他勘定長期貸付金の回収による収入 26,170,802,682

その他 -51,600

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 47,636,979,557

　Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 0

　Ⅳ　資金に係る換算差額 0

　Ⅴ　資金減少額 -32,843,474,157

　Ⅵ　資金期首残高 309,605,279,866

　Ⅶ　資金期末残高 276,761,805,709

キャッシュ･フロー計算書
(平成31年4月1日～令和2年3月31日)
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特例業務勘定 (単位:円)

Ⅰ　当期未処分利益 5,979,067,959

　　　当期総利益 5,979,067,959

Ⅱ　利益処分額

　　　積立金 5,979,067,959 5,979,067,959

利益の処分に関する書類
(令和2年7月21日)
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Ⅰ 重要な会計方針 

 

   当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（平成 30 年 9 月 3

日改訂）並びに「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（平成 31 年 3

月最終改訂）（以下「独立行政法人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作成しております。 

 

1. 減価償却の会計処理方法 

(1) 有形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

建物         15 年 

工具器具備品   5～10 年 

 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間(5年)に基づいております。 

 

2. 賞与引当金の計上基準 

役員及び職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計上し

ております。 

 

3. 退職給付に係る引当金の計上基準 

(1) 退職給付に係る引当金の計上基準 

役員及び職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上して

おります。 

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については

期間定額基準によっております。 

過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(9年)による定額法により費

用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(9年)に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 

    

(2) その他の事項 

当機構は、旧日本国有鉄道(以下「旧国鉄」という。)の清算業務として、旧国鉄職員に対する恩給負担

金、年金の給付に要する費用(共済年金追加費用)の支払いを行っております。これら退職給付は旧国鉄職

員に対する退職給付であり、当機構在籍職員に対する退職給付ではありません。このため、業務目的に係

る負債性引当金であることをより明瞭に表示するため、貸借対照表上「共済年金追加費用引当金」「恩給

負担金引当金」として独立掲記しております。 

 

4. その他の引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権及び破

産更生債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 
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(2) 共済年金追加費用引当金 

当機構は、日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律(平成 10 年法律第 136 号。以下「債務

等処理法」という。)に基づき、特例業務として旧国鉄に係る共済年金追加費用について負担することと

されております。 

この給付負担に備えるため、事業年度末において見積もられる翌期以降の将来キャッシュ･フロー総額

を期末現在価値に割引いた額(割引率は、-0.2％)を「共済年金追加費用引当金」として計上しております。 

事業年度末における基礎率の見直しに伴い発生する数理計算上の差異は、発生年度に一括償却しており

ます。 

 

(3) 恩給負担金引当金 

当機構は、債務等処理法に基づき、特例業務として旧国鉄に係る年金の給付に要する費用(恩給負担金)

について負担することとされております。 

この給付負担に備えるため、事業年度末において見積もられる翌期以降の将来キャッシュ･フロー総額

を期末現在価値に割引いた額(割引率は、4.2％)を「恩給負担金引当金」として計上しております。 

事業年度末における基礎率の見直しに伴い発生する数理計算上の差異は、発生年度に一括償却しており

ます。 

 

(4) 業務災害補償費引当金 

当機構は、債務等処理法に基づき、特例業務として旧国鉄に係る年金の給付に要する費用(業務災害補

償費)について負担することとされております。 

この給付負担に備えるため、事業年度末において見積もられる翌期以降の将来キャッシュ･フロー総額

を期末現在価値に割引いた額(割引率は、-0.2％)を「業務災害補償費引当金」として計上しております。 

事業年度末における基礎率の見直しに伴い発生する数理計算上の差異は、発生年度に一括償却しており

ます。 

 

5. 有価証券(処分用を含む)の評価基準及び評価方法 

(1) 満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法)によっております。 

 

(2) その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法によっております。 

 

6. たな卸資産の評価基準及び評価方法 

処分用資産(有価証券を除く) 

個別法による低価法によっております。 

 

7. 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
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Ⅱ 注記事項 

 

〔行政コスト計算書関係〕 

1.  独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

行政コスト                                 50,726,496,706 円 

    自己収入等                                   -56,705,564,665 円 

    機会費用                          26,379,674 円  

   独立行政法人の業務運営に関して 

   国民の負担に帰せられるコスト              -5,952,688,285 円 

 

2.  機会費用の計上方法 

国又は地方公共団体との人事交流による出向役職員から生ずる機会費用の計算方法 

当該役職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、当機構での勤務期間に

対応する部分について、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構役員退職手当支給規程及び独立行政

法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構職員退職手当支給規程に定める退職給付支給基準等を参考に計算して

おります。 

 

〔損益計算書関係〕 

共済年金追加費用引当金繰入、業務災害補償費引当金繰入、恩給負担金引当金戻入益は、基礎率見直しに伴い

発生する数理計算上の差異の一括償却額及び利息費用であります。なお、受取利息には、他勘定長期貸付金に係

る貸付金利息 56,600,993,778 円が含まれております。 

 

〔キャッシュ･フロー計算書関係〕 

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

現金及び預金                            327,961,805,709 円 

定期預金                         -51,200,000,000 円  

資金期末残高                             276,761,805,709 円 

 

〔金融商品関係〕 

1. 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

特例業務勘定においては、独立行政法人通則法(平成 11 年法律第 103 号)第 47 条に基づき、国債、地方

債、政府保証債及び金融債に限っており、また、旧国鉄職員に対する年金等の支払いを将来にわたり確実

に実施するため、特例業務勘定資産運用・管理規程を定め、資産の計画的な運用及び運用資産の安全な管

理などを適切に行うこととしております。なお、このほか、余裕資金が生じた場合は譲渡性預金等により

短期的な運用を行っております。 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく時価のほか、市場価格が無い場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。 
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2. 金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

(単位：円)   

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 現金及び預金 327,961,805,709 327,961,805,709 0 

(2) 有価証券 68,800,000,000 68,800,000,000 0 

(3) 長期貸付金 609,570,099,150 590,817,957,034 -18,752,142,116 

(4) 他勘定長期貸付金 871,719,348,029 1,785,572,756,372 913,853,408,343 

(5) 鉄道建設･運輸施設整備支援

機構債券 
(433,000,000,000) (533,942,040,325) (100,942,040,325)

(*1) 負債に計上されているものは、( )で示しております。 

(*2) 長期貸付金には1年以内回収予定長期貸付金を含めて計上しております。 

 

(注 1) 金融商品の時価の算定方法及び有価証券等に関する事項 

(1) 現金及び預金 

現金及び預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。 

 

(2) 有価証券 

有価証券は譲渡性預金であり、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。 

 

(3) 長期貸付金 

長期貸付金の時価については、北海道旅客鉄道株式会社、四国旅客鉄道株式会社及び日本貨物

鉄道株式会社への無利子貸付金であり、元金をそれぞれ残存期間に対応する国債の流通利回りで

割り引いて算定する方法によっております。 

 

(4) 他勘定長期貸付金 

他勘定長期貸付金は、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法(平成 14 年法律第 180

号)等に基づき、助成勘定の鉄道施設譲渡収入の一部を旧国鉄職員の年金等財源として受け入れる

ものであり、同勘定に対する貸付金として整理されております。 

同勘定からの償還条件等は法令で規定されている特殊な債権ですが、時価については、市場性

を織り込む観点から元利金の合計額を残存期間に対応する国債の流通利回りで割り引いて算定す

る方法によっております。 

 

 

(5) 鉄道建設・運輸施設整備支援機構債券 

当機構の発行する鉄道建設・運輸施設整備支援機構債券の時価は市場価格によっておりますが、

鉄道建設・運輸施設整備支援機構特別債券の時価については市場性を織り込む観点から元利金の

合計額を残存期間に対応する国債の流通利回りで割り引いて算定する方法によっております。 
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(注 2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

                    (単位：円)  

区分 貸借対照表計上額 

処分用有価証券(非上場株式) 118,745,000,000 

処分用有価証券(非上場株式)については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積も

ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため「2.(2)有価証券」には含め

ておりません。 

 

〔有価証券関係〕 

1. 満期保有目的の債券 

                                          (単位：円)  

区分 貸借対照表計上額 決算日における時価 差額 

時価が貸借対照表計上額を

超えるもの 
0 0 0 

時価が貸借対照表計上額を

超えないもの 
68,800,000,000 68,800,000,000 0 

計 68,800,000,000 68,800,000,000 0 

 

2. 当事業年度中に売却した満期保有目的の債券 

該当ありません。 

 

3. 満期保有目的の債券の決算日後における償還予定額 

        (単位：円)  

区分 1 年以内 

譲渡性預金 68,800,000,000 

計 68,800,000,000 

 

〔退職給付関係〕 

1. 採用している退職給付制度の概要 

当機構は、役員及び職員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度を採用しております。退職一

時金制度では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しております。 

 

2. 確定給付制度 

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務                  22,459,651 円 

  勤務費用                           5,467,313 円 

  利息費用                              4,844 円 

  数理計算上の差異の当期発生額                  -12,182 円 

  退職給付の支払額                      -9,263,200 円  

 期末における退職給付債務                     18,656,426 円  

 

(2) 退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

非積立型制度の未積立退職給付債務                18,656,426 円  

未認識数理計算上の差異                      -813,700 円 

未認識過去勤務費用                           16,087 円  

退職給付引当金                         17,858,813 円  
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(3) 退職給付に関連する損益 

勤務費用                          5,467,313 円 

利息費用                             4,844 円 

数理計算上の差異の当期の費用処理額              312,003 円 

過去勤務費用の当期の費用処理額                       314 円  

  合計                               5,784,474 円  

 

(4) 数理計算上の計算基礎に関する事項 

期末における主要な数理計算上の計算基礎(加重平均で表しております。) 

割引率 0.2％ 

 

〔資産除去債務関係〕 

特例業務勘定では、令和 2年度中に施設賃貸借契約の一部解約を行う予定の本社の事務所について、合理的な

見積りが可能となったことに伴い、賃貸借契約書の原状回復義務に基づき資産除去債務を計上しており、令和 2

年度中の履行を見込んでおります。 

当事業年度における資産除去債務の残高の推移は以下のとおりであります。 

期首残高                                          0 円 

見積りの変更による増加額                              6,377,222 円  

期末残高                                    6,377,222 円 
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Ⅲ 重要な債務負担行為 

 

翌事業年度以降に支払いを予定している債務負担行為額は、164,772,384 円であります。 

 

 

Ⅳ 重要な後発事象 

 

該当ありません。 

 

 

Ⅴ その他 

 

〔国鉄清算事業に伴う財務上の潜在的なリスクについて〕 

当機構(特例業務勘定)では、「旧国鉄職員の石綿健康被害に伴う補償関係経費、旧国鉄から承継した処分用の

土地に係る土壌汚染処理費、訴訟賠償費用」について、その金額を合理的に見積もることができないため、支出

年度に費用計上しておりますが、これらの費用は引き続き発生する可能性のある債務として存在します。 

また、これらの費用及び予定給付債務に係る基礎率などに著しい変動があった場合のリスクについては、資産

処分等の収入を充当し、不足額については利益剰余金(積立金)を充当することとしております。 
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第四 令和元事業年度事業の概要
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令和元事業年度事業の概要 

 

 

 令和元事業年度における鉄道建設・運輸施設整備支援機構の特例業務実施結果は次

のとおりである。 

 

① 年金等負担金等の支払い     ７３，８９５百万円 

 

ア 日本国有鉄道の役員又は職員であった者等に係る恩給に要する費用の支払

い 

 

イ 日本鉄道共済組合等が支給する年金の給付に要する費用等の支払い 

 

②  北海道旅客鉄道株式会社及び四国旅客鉄道株式会社に対する特別債券に係る 

 利子の支払い             ９，０００百万円 

 

③ 北海道旅客鉄道株式会社、四国旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に

  対する鉄道施設等の更新等に係る無利子の資金の貸付け又は助成金の交付 

 

  ア 無利子貸付   ２２，７７１百万円 

 

  イ 助成金     ２２，９４３百万円 

 

④ 貨物調整金の交付に必要な金額の建設勘定への繰入 １３，１３１百万円 
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